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■正解のない相談に答えたい
　社労士事務所には日々，顧問先企業から労務管理上
の相談が寄せられます。その中でも件数が多いのが，
問題を起こした従業員に対する「懲戒処分」をどのよ
うに実施することができるか，という事案です。
　「○○という不祥事を起こした社員がいるのですが，
懲戒解雇できますか？」「○○に対して，処分量定はど
こまで可能ですか？」といった性急な回答を求める相
談が多いのですが，それに対して社労士は，「懲戒解雇
にしちゃいましょう」「そうですね，その事案なら，減
給の制裁が限度でしょうね」などと端的に答えられる
ものではありません。懲戒は，処分のルールを一律に
適用すれば済む問題ではないからです。
　本稿では，日々の労務管理のなかで実施を検討せざ
るをえない場面がある「懲戒処分」について，その性
質からみる現場の運用上の留意点を中心に解説してま
いります。
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